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平成16年度における国の予算編成は、「三位一
体の改革」の名の下に、本来あるべき国・地方を
通ずる構造改革とは異なり、国の財政健全化方策
に特化されたものと受け取らざるを得ず、著しく
地方の信頼関係を損ねる結果となった。
こうした中、政府においては、去る６月４日に

「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2004」
が閣議決定され「三位一体の改革」に関連して、
概ね３兆円規模の税源移譲を前提として、地方公
共団体からの具体的な国庫補助負担金改革を取り
まとめることが要請されたところである。
地方六団体は、この要請に対し、去る８月24日

に、国と地方公共団体の信頼関係を確保するため
の一定条件を下に、地方分権の理念に基づく行財
政改革を進めるため、税源移譲や地方交付税のあ
り方、国による関与・規制の見直しに関する具体
例を含む「国庫補助負担金等に関する改革案」を
政府に提出したところである。
よって、国においては、三位一体の改革の全体

像を早期に明示するとともに、地方六団体がとり
まとめた今回の改革案と我々地方公共団体の思い
を真摯に受け止められ、以下の前提条件を十分踏
まえ、その早期実現を強く求めるものである。

記

１．国と地方の協議機関の設置
地方の意見が確実に反映することを担保と
するため、国と地方六団体との協議機関を
設置することをこの改革の前提条件とする。

２．税源移譲との一体的実施
今回の国庫補助負担金改革のみを優先させ
ることなく、これに伴う税源移譲、地方交
付税措置を一体的、同時に実施すること。

３．確実な税源移譲
今回の国庫補助負担金改革は、確実に税源
移譲が担保される改革とすること。

４．地方交付税による確実な財政措置
税源移譲額が国庫補助負担金廃止に伴い財
源措置すべき額に満たない地方公共団体に
ついては、地方交付税により確実な財源措
置を行うこと。
また、地方交付税の財源調整、財源保障の
両機能を強化するとともに、地方財政全体
及び個々の地方公共団体に係る地方交付税
の所要額を必ず確保すること。

５．施設整備事業に対する財政措置
廃棄物処理施設、社会福祉施設等は、臨時
的かつ巨額の財政負担となる事業であるこ
とから、各地方公共団体の財政規模も考慮
しつつ、地方債と地方交付税措置の組合わ
せにより万全の財政措置を講じること。

６．負担転嫁の排除
税源移譲を伴わない国庫補助負担金の廃止、
生活保護費負担金等の補助負担率の切下げ、
単なる地方交付税の削減等、地方への一方
的な負担転嫁は絶対に認められないこと。

７．新たな類似補助金の創設禁止
国庫補助負担金改革の意義を損ねる類似の
目的・内容を有する新たな国庫補助負担金
等の創設は認められないものであること。

８．地方財政計画作成に当たっての地方公共団
体の意見の反映
地方財政対策、地方財政計画の作成に当た
っては、的確かつ迅速に必要な情報提供を
行うとともに、地方公共団体の意見を反映
させる場を設けること。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提
出する。

平成16年９月27日
土岐市議会

各関係行政庁　宛

９月定例会最終日に議員提案により「郵便
局ネットワ一ク堅持に関する意見書」と「地
方分権推進のための国庫補助負担金改革案の
実現を求める意見書」が追加提案され、原案
のとおり、可決し、関係行政庁へ送付しまし
た。
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郵政事業の経営形態については、長期間
にわたる国会論議を経て、中央省庁等改革
基本法の趣旨に基づき、平成15年４月から
日本郵政公社として新たなスタートをしま
した。日本郵政公社では、経営の健全性を
確保して国民の負託にこたえるため、民間
的経営手法を取り入れた各種サービスの改
善、事業の効率化等の改革に取り組んでお
り、一層国民のニーズに即したサービスの
提供が図られています。
一方で、政府は、９月10日に郵政民営化

の基本方針を閣議決定いたしましたが、郵
政事業の民営化は国民生活へ多大な影響を
及ぼすものと予想されます。
郵便局に関する世論調査でも３人に２人

が「仮に民営化されたら、郵便局はどうな
ると思いますか」との問いに、「地方を中
心に郵便局の統廃合が進む、都市部に郵便
局が集中する」と回答しています。
特に地方の不採算地区での廃局は、強く

懸念されるところであり、このことは地域
の過疎化にますます拍車がかかることにな
ると予想されます。
郵政事業は、明治４年の創業から133年

余、国営・非営利・独立採算制の事業とし
て全国24700箇所に及ぶ郵便局ネットワー
クを通じ、公的サービスを国民に提供し、
国民生活の安定向上及び福祉増進に大きく
寄与してまいりました。
また近年、郵便局ではワンストップ行政

サービスや災害に対する支援、安全なまち
づくり等にも協力されるなど、市政にとっ
ても大変重要な役割を果たしております。
このようなことから、全国津々浦々に配

置された郵便局ネットワークは国民共有の
財産として保持発展させ、ユニバーサルサ
ービスの確保、ワンストップ行政サービス
に活用することこそが、国民の利便性を考
慮した郵便局のあり方であります。
よって、郵便局ネットワークの堅持と、

経営形態については、４年間の公社の実績
を見極めたうえで検討されるよう切望いた
します。
以上、地方自治法第99条の規定により意

見書を提出する。
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